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（１－２）提案型協働事業の導入促進 

【現状と課題】 

○国・地方公共団体共通 

＜提案事業の実施状況＞ 

・ 提案事業制度において、事業実施に係る予算要求のタイミングや事業実施者の選定

方法等の面で様々な方法がとられており、例えば以下のようなメリット・デメリッ

トが指摘されている6。 

  [予算要求のタイミング] 

 予算確定後に事業の選定を行う方式 

メリット ：予算の範囲内で何らかの事業を確実に実施することが可能。 

デメリット：提案できる事業規模が、既に確定した予算の範囲内に限定され

るほか、提案を受け付ける事業やその手法（委託、補助、共催

等）に制約がある場合もある。 

 予算要求前に事業の選定を行う方式 

メリット ：提案できる事業の内容・手法や規模等の面で制約が小さく、市

民セクターの創意工夫を活かす余地が大きい。 

デメリット：当該事業を実施するための予算がつかない場合は事業が実施で

きない。 

[事業実施者の選定方法] 

 提案事業の実施者を公募で選定する方式 

メリット ：透明性・公平性・競争性を確保できる。 

デメリット：提案を行うインセンティブが損なわれる恐れがあるとともに、提

案者の専門性やノウハウを事業実施に活用できないことがある。 

 提案者を実施事業者とする方式 

メリット ：提案を行うインセンティブを確保できるとともに、提案者の専

門性やノウハウを事業実施に活用しやすい。 

デメリット：透明性・公平性・競争性が失われる面もある。 

＜縦割り＞ 

・ 行政の縦割りにより、部署横断的な提案事業が進められにくいとの指摘がある7。 

 

○国 

・ 一部の省で、個別に提案型協働事業を実施した実績があるが、取組みは限定的である。 

 

○地方公共団体 

・ 提案を受け付けるとした地方公共団体の割合は、都道府県では 9 割程度に達するの

                             
6 「より良い協働事業提案制度を考える」（平成 22 年 9 月ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク協働事業提案制度研究会） 
7 ＮＰＯ活動推進自治体フォーラム千葉県大会（2004 年 10 月） 
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（２－１）総合評価方式、企画競争の促進 

【制度】 

○国、地方公共団体共通 

・事業の性質又は目的から価格競争により難い場合には、価格その他の条件が最も有利

なものを契約相手として選ぶことが可能9（総合評価方式）。 

・緊急の必要により競争に付することができない等の場合には、随意契約を行うことが

可能10。（ただし、随意契約を行う場合には、企画競争若しくは公募を行うことにより、

競争性及び透明性を担保することとされている11）。 

 

＜特に公共工事関連＞ 

・「公共工事の品質確保の促進に関する法律」12において、経済性に配慮しつつ価格以外

の多様な要素を考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約をすることにより、

公共工事の品質を確保することとされている13。また、民間事業者の積極的な技術提

案及び創意工夫が活用されること等により民間事業者の能力が活用されるように配

慮されなければならないとしている14。 

 

○国 

＜特に公共工事関連＞ 

・「公共工事に関する調査及び設計に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイド

ライン」において、技術等の評価項目として盛り込むことが考えられる事項のうち「社

会的要請に関する事項」として「ア 環境の維持」、「イ 施工への配慮」、「ウ 特別

な安全対策」、「エ 省資源対策又はリサイクル対策」が例示されている。 

 

○地方公共団体 

・一部の地方公共団体において、公契約の実施にあたり、賃金や労働条件、環境保全、

人権擁護、障がい者雇用、男女雇用機会均等等の確保を定めた公契約条例等が定めら

れている。 

 

 

                             
9 会計法第 29 条の６第 2 項、予算決算及び会計令第 91 条第 2項、地方自治法施行令第 167 条の 10 の２第１項、同第

２項 
10 会計法第第 29 条の３第５項、予算決算及び会計令第 99 条、第 99 条の２、第 99 条の３、地方自治法第 234 条第２項、

地方自治法施行令第 167 条の２ 
11 「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8月 25 日財計第 2017 号） 
12 平成 17 年法律第第 18 号。 
13 公共工事の品質確保の促進に関する法律第 3条第 2 項。 
14
 公共工事の品質確保の促進に関する法律第 3条第 5 項。 

論点２ 創意工夫や社会的価値を勘案した担い手の選定 
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務の範

り、指

ース

合、多

いかを

を促進



7 

 

 

 

（３－１）仕様書や契約書の柔軟化・簡略化と成果目標の明確化 

【制度】 

○国・地方公共団体共通 

＜仕様書や契約書の柔軟化・簡略化＞ 

・ 契約の相手方を決定してから契約書を作成するまでの手続きやその内容について

は、契約自由の原則が適用されることから、政府と契約を締結する相手方は、契約

内容を双方協議の上自由に決められる。 

 

○国 

＜成果目標の明確化＞ 

・ 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004」（平成 16 年 6 月 4日閣議決定）

等において、重点化する予算全てに成果目標を明示し、その達成状況を公表すると

ともに事後評価を行うこととされた。 

 

（参考） 

・ 「予算編成等の在り方の改革について」（平成 21 年 10 月 23 日閣議決定）において、

政府として政策達成目標明示制度を導入し、予め定めた期間内に国民のために達成

する成果（アウトカム）を具体的に明示することとし、目下、関係府省・部局にお

いて、政府全体におけるＰＤＣＡサイクルの整理・強化について検討を行っている

ところ。 

 

○地方公共団体 

＜成果目標の明確化＞ 

・ 各地方公共団体において、目指す成果を明らかにすることを盛り込んだ政策評価条

例の策定や、まちづくり指標、協働指標等の形での成果指標の設定等の取組が行わ

れている。 

 

【現状と課題】 

○国・地方公共団体共通 

＜仕様書や契約書の柔軟化・簡略化＞ 

・ 事業の実施方法等が仕様書によって細かく定められている場合が多く、担い手の創

意工夫が発揮しにくいとの指摘がある。 

 

 

 

論点３ 仕様書や契約書の柔軟化・簡略化 
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成果の一部を

細かく定めす

す。 

果目標の明

政策課題や国

を成果目標と

意する。 

          

約の電子化に関

務省、財務省、文

対してアンケート

政策評価制度の

科会資料） 

約書の柔軟化

おける役務契

 

において、契

している場合

確化＞ 

は、目標・

設定の取組み

体 

約書の柔軟化

体の中には、

。 

確化＞ 

体においては

性】 

約書の柔軟化

を受託者に帰

すぎない等、

確化＞ 

国・各地方公

とするかにつ

          

関する実態調査

文部科学省、厚生

ト調査を行ったも

の現状と課題につ

化・簡略化＞

契約のうち約

契約解除権が

合がある。

指標の立て

みが進展して

化・簡略化＞

、工事、役務

は、具体的

化・簡略化＞

帰属させた

、対等性や創

公共団体に

ついては慎重

    

（2003 年、総務

生労働省、農林

もの） 

ついて」（平成 2
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＞ 

約 50%で標準

が国の側の

て方に課題が

ていないので

＞ 

務契約等、

な成果指標
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り、受託者

創意工夫の

おいて、適

重に検討を

務省実施。内閣官

水産省、経済産

22 年 12 月 27 日

準契約書が整

みにあると

があり、経済

ではないかと

業務の内容

標の設定等の

者の創意工夫

促進等に配

適切な政策目

行い、政策
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産業省、国土交通
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整備されてい

していたり
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容に応じて雛

の取組は限定

夫が可能とな

配慮した契約

標を設定す

策目的の達成

警察庁、防衛庁、

通省、環境省、人

価・独立行政法人

いる18との調

り、成果物が

性、有効性の

ある19。 
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定的であると

なるよう仕様

約方式の導入
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調査結

が国に

の観点 

ている

との指

様書を

入を促

際、何

よう留

務省、外

担当官に

策評価
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算で定める

、水の供給、
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は、単年度契

求める等の取

体 

体において、

。 
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公共団体に

め検討する

          

条。 

条の３。 

果評価の結果適当
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ことができ

、電気通信

複数年度契約
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取組を実施

、複数年度

おいて、複
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の推進 

度契約が可

約を結ぶ等

る20。 

、不動産の

約（長期継

て、契約相

している22が

を視野に入

複数年度を視

ば、選定された

能であるが

の将来の財

賃貸に関す

継続契約）が

手の選定に

が、取組は限

入れた契約の

視野に入れた

た契約相手と複数

が、大型の事

財政支出を約

する契約や、
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にあたり、複

限定的である

の取組が更に

た契約の導入

数年度、契約を更

事業等に限定

約束する債務

その他政令

る21。 

複数年度にわ

る。 
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入、促進を行

更新する等の方
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令で定

わたる

るとの
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（４－１）適切な間接費等の積算（フルコストリカバリー）の導入促進 

【制度】 

○国・地方公共団体共通 

・ 公共サービス基本法23において、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条

件の確保その他の労働環境の整備に関し、必要な施策を講ずるよう努めることとさ

れた。 

 

【現状と課題】 

○国・地方公共団体共通 

・ 担い手との契約では、間接費が積算に盛り込まれていない場合があり、盛り込まれ  

ていても企業等と比べて低く、実態からみて不十分な水準となっているとの指摘が

ある24。 

・ 人件費について、単価の根拠がまちまちで、積算に適正な水準で盛り込まれていな

いとの指摘や、ボランティアの人件費を盛込んでいないとの指摘がある（※）。 

・ 政府では、自身が行う場合の、間接費を含む事業実施経費を把握しておらず25、予  

定価格に事業の内容に見合った適正な間接費や人件費を盛込む必要性についての

意識が低い26。 

・ 部局によっては、支払対象費目や支払限度額に制約を設けている27。 

 

（※）ただし、公共工事設計労務単価28（工事費の積算に用いる人件費単価）については、概ね取引の実例

価格29（国土交通省、農林水産省が毎年実施する公共事業労務費調査30に基づいて設定）を踏まえて設

定されている。 

 

○市民セクター 

・ 担い手に、適正な間接費や人件費の積算ノウハウがないことにより、見積書や請求   

書にこれらの費用を盛り込んでいないことが多い31。 

                             
23
 平成 21 年 5 月 20 日法律第 40 号。 

24 「行政からＮＰＯへの委託事業の積算に関する提言」（愛知県 平成 19 年 10 月） 
25
「行政からＮＰＯへの委託事業の積算に関する提言」（愛知県 平成 19 年 10 月）、「公共サービス改革法のキーワード

解説」（内閣府） 
26
「行政からＮＰＯへの委託事業の積算に関する提言」（愛知県 平成 19 年 10 月）、「大阪府におけるＮＰＯ協働事業の

契約実務及び会計の実態調査」報告書（社会福祉法人大阪ボランティア協会ＮＰＯ推進センター 平成 20 年 12 月） 
27 第三回「新しい公共」推進会議 白井委員提出資料 
28 公共工事設計労務単価、設計業務委託等技術者単価。 
29 予定価格は取引の実例価格等を考慮して定めることとされている（会計法第 80 条第２項）。 
30
 国、都道府県、政令市等発注の公共工事に従事する建設労働者（約 20 万人）の賃金支払い実態に関する調査。 

31 「大阪府におけるＮＰＯ協働事業の契約実務及び会計の実態調査」報告書（社会福祉法人大阪ボランティア協会ＮＰ

Ｏ推進センター 平成 20 年 12 月）、「ＮＰＯ再構築への道」（松井真理子他 勁草書房 2010 年） 

論点４ 適切な精算・支払いのあり方 
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る。 

○ 国・地方公

取引の実

る。 
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方公共団体

おいて、こう

けでなく、政府
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必要性やモ

ともに、支払

る。 
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を進める前提

把握する必要

における政

うした取組に

府のコスト

個別の委託事

デル的な積

払対象費目の

提として、国

要がある。適

政策コスト把

に基づき、予

も勘案する

事業での間接

積算事例の啓

の制約を設け

国・各地方公

適切な積算を
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けている内規
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な積算・支払

きの作成や職

規等がある場

身が間
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たり、

う努め

払いを

職員研

場合、
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委任契約は、当事

第 656 条） 

負契約は、当事者
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政府調達（公共事

公共団体における

計法第 22 条、予

算決算及び会計

必要な実費精

共団体共通 

共団体の委託

ることが多い

請負契約につ

 

共団体共通 

により実施

額（契約金額

た場合は、原

より実施して

ことを予め契

対する理解が

ないにもかか

ったりした事

性（案）】 

公共団体に

を遂行する

          
事者の一方が法

者の一方が仕事

632 条） 

事業を除く）に

る民間委託の推

予算決算及び会計

令第 101 条の 1

精算の排除

託契約におい

いが34、準委

ついては部分

している委託

額と当該業務

原則として返

ている委託事

契約書で定

が不十分で

かわらず、準

事例がある

おいて、契

ことがでで

    
律行為でない事

事を完成させるこ

おける契約の電

進等に関する研

計令第 57、58 条

0。 
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いては、民法

委任契約につ

分払のみが

託事業につ

務により発

返還するこ

事業につい

めている場

あり、請負

準委任契約

。 

契約事務に携

できるよう必

事務をなすことを

ことを約し、相手

電子化のあり方に

研究会報告書」（

条。 

法上の準委

ついては前金

が可能36。 

いて、事業

発生した収入

ととされて

いては、額の

場合等を除く

負契約におい

と同様に概

携わる職員が

必要な教育や

を相手方に委託

手方がその仕事の

に関する検討会

（平成 19 年 4 月）

任契約32又は

金払、概算払

業完了後に額

入との合計額

ている。 

の確定行為を

）ため、上

いては、事業

概算払いを行

が、制度を正

や啓発を行う

し、相手方がこれ

の結果に対して

中間報告書」

） 

は請負契約3

払が可能35で

額の確定を行

額）と経費と

を行わない

上記の手続き

業完了後にし

行ったり、額

正しく理解し

う。 

れを承諾する契

報酬を支払うこ

（平成 16 年 7 月

33の形

である

行った

との差

（実費

きは行

しか支

額の確

し、適

契約。（民

ことを約

月）、「地
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【制度】 

○国、地方公共団体 

 ・ 市区町村において要介護、要支援の認定を受けた被保険者が、所定の要件を満た

す介護サービス事業者等から、市区町村が必要と認めたサービスを受けた場合、

当該サービス事業者に対し、原則としてその費用の 9 割を保険から支払う介護保

険制度を実施37。  

 ・ 市区町村において認定を受けた身体障害者、知的障害者等が、所定の要件を満た

すサービス事業者等から、市区町村が必要と認めたサービスを受けた場合、当該

サービス事業者に対し、原則としてその費用の 9割を市区町村、都道府県、国が

支払う障害者自立支援制度を実施38。 

 

○地方公共団体 

 ・ 一部の地方公共団体においては、要綱等に基づき、地方公共団体が指定する対象

者が、地方公共団体が承認したサービス事業者から地方公共団体が必要と認めた

サービスを受けた場合、当該サービス事業者に対しその費用の一部または全部を

地方公共団体から支払う制度を実施。 

 

【現状と課題】 

・ 公的資金による補助制度の中でも、バウチャー制度は、団体に直接資金を交付す

る方式に比べ、より多様な提供主体によるサービス参入や、利用者のニーズにあ

ったサービスの提供を促進する効果がある。 

・ 家庭の状況に応じて、例えば子育てサービスの実際の利用状況と利用意向とには

差異がみられ、バウチャー制度を活用する余地がある39と考えられる。 

・ 特定非営利活動法人の事業収入源として、バウチャーの仕組みを活用した「介護

保険等」による収入は大きな割合を占めており、バウチャー制度は担い手の財政

基盤の確立にとって重要な役割を果たしている（※）。 

（※）また、担い手は、補助金・助成金を期待するのではなく、情報発信・公開を行いつつ市民の関心と

共感を呼び込み、自ら積極的に資金調達を行うべきとの指摘もある。 

                             
37 介護保険法 
38 障害者自立支援法 
39 「「新しい公共」円卓会議の提案と制度化等に向けた政府の対応」（平成 22 年 6 月 4 日「新しい公共」円卓会議）に

おいて、「子ども手当ての一部を財源として、自治体がバウチャーを発行し、活用することで、ＮＰＯ等の活躍の場 

を拡大し、ソーシャルキャピタルの高い地域を形成する。」ことが提案され、政府の対応として「子ども・子育てを社

会全体で支援する包括的・一元的なシステムの構築を検討している子ども・子育て新システム検討会議等において、

現金給付と現物給付の組合せ等を含め、市町村の裁量で一体的に提供する仕組みなど具体的な制度設計を運用上の問

題点も含めて検討する」ことが盛り込まれた。 

論点５ 多様な利用者ニーズに応える多様なサービス提供に向けた制度（バ

ウチャー制度の推進） 
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（６－１）政府と市民セクター間での人材交流の促進 

【制度】 

○国 

＜職務専念義務＞ 

・ 職員は、法律又は命令の定める場合を除いては、その勤務時間及び職務上の注意

力のすべてをその職責遂行のために用い、政府がなすべき責を有する職務にのみ

従事しなければならない。（国家公務員法第百一条第一項） 

＜兼業＞ 

・ 官職との間に特別の利害関係がない民間の職を兼業しようとする場合は、職務遂

行に支障がない範囲で認められる。 

・ 国からの給与については、官職以外の業務に従事することによりその勤務時間を

割く場合は、割かれた勤務時間の給与が減額される40。 

 

＜出向、派遣等＞ 

・ 官民人事交流41による民間企業への派遣制度があるが、国からの給与は支給され

ない42。 

・ 退職出向の場合、政令で定める法人との間では、退職金の通算規定がある。 

 

＜休職＞ 

・ 職務と関連する学術研究等の場合に研究休職することが可能43。その場合、休職

期間中は国から 70%以内の給与の支給を受けられる44。 

・ その他自己啓発45等による休職の制度があるが、国からの給与は支給されない。 

 

○地方公共団体 

＜職務専念義務＞ 

・ 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上

の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責

を有する職務にのみ従事しなければならない。（地方公務員法第三十五条） 

＜兼業＞ 

・ 官職との間に特別の利害関係がない民間の職を兼業しようとする場合は、職務遂

                             
40 職員の兼業の許可について（総務省の運用通知）第二１項、人事院規則 14-8（営利企業の役員等との兼業）５ 
41 国と民間企業との間の人事交流に関する法律第 1 条、 
42 国家公務員法第 11 条 
43 国家公務員法第 79 条、人事院規則 11－4第３条第１項第１号 
44 一般職の職員の給与に関する法律第 23 条第５項、人事院規則 9－13 第１条第 1項 
45 国家公務員の自己啓発等休業に関する法律第１条 

論点６ 政府と市民セクターの人材交流の促進と市民セクターの人材育成 
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46 地方

行に支障

向、派遣等

 公益的法

されない

（近年は

 退職出向

職＞ 

 自己啓発

 条例によ

 

状と課題】

、地方公共

 新たな発

市民セク

の業務に

応の方向性

○ 政府と市

派遣制度

          

方公務員法第６

がない範囲

等＞ 

人に対する
46こととされ

あまり例が

の場合、退

による休職

り休業の事

 

共団体共通 

想による公

ターと行政

従事し、給

性（案）】 

民セクター

の拡充等）

          

条第１項 

囲で認められ

派遣制度が

れているが、

がない）。 

退職金の取扱

職の制度があ

事由、給与の

公共サービス

政の人材交流

給与の支給を

ー等との人材

を整理し、

    

16 

れる。 

がある。地方

、条例で定

扱いを均衡す

あるが、地方

の扱い等を決

スの提供や、

流が重要であ

を受けること

材交流を活発

対応の方向

方公共団体か

めることに

するよう配慮

方公共団体か

決めることが

個々の人材

あるが、公務

とは難しい。

発にするため

向性について

からの給与は

より支給す

慮することと

からの給与は

ができること

材の能力向上

務員が市民セ

 

めの制度的な

て検討を進め

は原則として

することもで

とされている

は支給され

ととなって

上等の観点

セクター等で

な課題（休職

めるべきで

て支給

できる

る。 

ない。 

いる。 

から、

で通常

職制度、

ある。 
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47 「平
48 「地

際、

課題

村 4

－２）市民

状と課題】

 ＮＰＯ法

育成（良

 協働に当

地方公共

 担い手が

 必要

 採用

福利厚

等を挙げ

 プロジェ

 市民セク

疲弊して

応の方向性

材育成） 

○ 国は、市

で必要な

り方の見

○ 国、各地方

能力を持

○ 国、各地方

仕組みづ

○ 国、各地方

取り組む

活動参加

          

平成 21 年度市民

地方自治体のＮ

もしくはした結

題・問題点として

45.6％）。 

民セクターに

 

人が持続的

い人材の確

たって、「Ｎ

団体が多い

人材育成を

な人材を獲

した人材が

厚生面での

た調査結果

クト・マネ

ターを支え

しまう可能

性（案）】 

民セクター

資金を確保

直し、寄附

方公共団体

つ人材育成

方公共団体

くりに努め

方公共団体

とともに、

について啓

          

民活動団体等基本

ＰＯ支援策等に

結果、都道府県で

て、「NPO の事務

における人材

的な法人経営

確保や教育）

ＮＰＯ等の事

い48。 

行う上での

得するため

が長期的に一

不安 

果もある。

ネージャーと

る人材不足

能性があると

が、採用や

保するため、

附税制の見直

は、教育機

成を行うため

は、地域に

める。 

は、職員の

インターン

啓発を行う。

    

本調査報告書」

に関する実態調査

では約 78％、市

務処理能力に問題

17 

材育成の促進

営を行うにあ

が挙げられ

事務処理能力

の課題として

めの採用活動

一つの団体で

となる人材が

足が解消され

との指摘があ

や教育、安心

「新しい公

直し等を通じ

機関等とも連

めの仕組みづ

おける退職

市民活動へ

ンシップ助成

 

（平成 22 年 8月

査」（平成 14 年度

市区町村では約 4

題があった」と

進 

あたっての最

れた調査結果

力の低さに

て、 

動のコストや

でキャリア形

が圧倒的に不

れなければ、

ある。 

心して働き続

共」支援事

じて財政基盤

連携し、市民

づくりに努め

職者等の能力

への参加を奨

成制度等も活

月内閣府） 

度千葉県委託調

45％が「受託者で

いう回答が一番

最も大きな課

果がある47。

問題があっ

やノウハウ不

形成を考え

不足している

特定の人材

続けられる環

事業の活用や

盤を強化する

民セクターに

める。 

力を発掘し、

奨励し、必要

活用し、広く

査）によると、

である NPO に不

番多かった（都道

課題として、

 

た」と指摘

不足 

える上での収

る。 

材に業務が集

環境を形成す

や、公的資金

る。 

において事業

活用するた

要な仕組み作

く国民に対し

NPO に事業委託

不満があった」と

道府県 77.8％、

、人材

摘する

収入や

集中し、

する上

金のあ

業運営

ための

作りに

し市民

託をする

と回答。

市区町
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49 第

国際

論点

状と課題】

 協働を推

 

方公共団体

 すべての

している

 一方、市民

共団体は

 市民セク

在のため

別事業の

おける対

 社会が多

ままでは

を改善し

ないかと

応の方向性

○ 英国のコ

て議論を

する。 

・協約の

・協約締

・協約の

○ 日本でも

クターの

主体やそ

○ 論点につ

約作成の

          

第 4回都道府県、

際研究所） 

点７ 政府

 

進する包括

体 

都道府県、
49など、協働

民セクター

愛知県、東

ターが各種

、愛知県で

委託契約と

応は分かれ

様化し、旧

なくても、協

、公共サー

の指摘があ

性（案）】 

ンパクトの

深め、協約の

目的、役割

結を通じて

実効性をど

政府と市民

代表制が弱

のための代

いての対応

具体的手続

          

主要市におけ

府と市民セク

括的な指針は

約 75％の政

働のルールの

と政府の双

東海市等の少

種非営利法人

は個別の担

あわせて協

れている。

来からの地

協議のプロ

ビスの質の

ある。 

の成果や課題

の締結が目

割は何か 

克服しよう

どのように確

民セクター等

弱い日本にお

代表制の確保

応の方向性等

続きに関する

    

るＮＰＯとの協

クターとの

18 

はない。 

政令市で、既

の形成につ

方が役割と

少数に限られ

人に分かれて

担い手が協約

協定書を締結

地縁的つなが

セスの確立

向上につな

題について検

的の達成に

うとする課題

確保するか

等との協約を

おいて、協約

保の方法など

等についての

る議論を推進

協働環境に関する

の協約の締結

既に協働を推

いては一定

責務を約束

れている。

ており、同セ

約に署名する

結する手法を

がりが弱まる

立を通じて政

げる一定の

検証した上で

ふさわしい

題は何か 

等 

を締結する場

約の締結主体

どの手続きに

の署名、起草

進会議で行っ

る調査報告書（2

結の必要性

推進する指針

の進展がみ

束する協約を

セクターを代

る形をとり、

をとるなど、

る中で、イギ

政府と市民セ

の持続的な仕

で、以下のよ

い手段かどう

場合、英国と

体、特に市民

について検討

草委員等の手

って頂いては

2009 年 11 月人と

性 

針や条例を

みられている

を締結する地

代表する団体

川崎市等で

地方公共団

ギリスモデル

セクターとの

仕組みが必要

ような論点に

うかについて

と異なり、市

民セクターの

討を進める。

手続きを含め

はどうか。 

と組織と地球の

策定

る。 

地方公

体も不

では個

団体に

ルその

の関係

要では

につい

て検討

市民セ

の締結

。 

め、協

ための


